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（２）特別管理産業廃棄�物管理責任者（県職員）の立ち会いのもとで 、ＰＣＢ機器の分類、

　　　引き渡し、運搬を行うこと。

（１）この節は主要構造部が鉄筋コンクリート造及び補強コンクリ−トブロック造

　　（以下「鉄筋コンクリート造等」という。）に適用する。

（２）鉄筋コンクリート造等と他の構造が混在しているときは 、

　　　それぞれの構造の節を適用する。

１　適用

２　工事範囲 ＲＣ造等全般及びコンクリート基礎、地中梁、土間等まで取壊しを行う。

（基礎杭は、解体撤去を行わない）
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第３章    解体施工

（３）主要構造部の取壊しは、地上に圧砕機を設置して行う。

（５）熔断等火気を使用する場合は、火の粉等が飛散しないよう対策を講じて使用する。

　　　火気を使用する付近には、消火器等を準備する。

（２）主要構造部の取壊しは、重機による圧砕工法とし、低騒音、低振動、排出ガス

　　　対策型の機械を使用する。なお、施工方法はたちくずしを原則とする。

（４）主要構造部の取壊しは、取壊し位置及び規模等に応じた機種及び規格の重機を

　　　選定し行う。

（６）主要構造部の取壊しは、事前に散水等を十分に行いほこり、じんあい等の発生を

　　　防止する。

（７）取壊しにあたっては、建物の上部から行い、建物の各部の高さが平均して同一と

　　　なるようバランス良く進める。

（８）取壊し建物が転倒しないよう必要に応じ、転倒防止のための対策を行いながら

　　　作業を進める。

（９）発生したコンクリート塊は、状況に応じて建物内部に設けたダメ穴から地上まで

　　　投下するようにし、建物周�辺から落下させないようにする。

（1100）発生したコンクリート塊は十分に小割りし、鉄筋，木片，プラスチック等が

　　　  混入�しないよう注意を払う。

（1111）工事中にコンクリート片等が飛散しないよう、無理な力を取壊し建物に

　　　  加えないこと。特に既存建物、通路等に隣接した部分は注意を払う。

（1122）二重ピット等その他の部分については、取壊しに先立ち、汚水、雑排水を

　　　  処理した後に取壊しにかかる。

（1133）原則として壁倒しを禁ずる。ただし特定の場所については、監督職員と協議する。

（1144）石膏ボ−ドの撤去については、「手ばらし」を原則とし、石膏ボ−ドとその仕上材

　　  （岩綿吸音版やビニ−ルクロス等）は分離する。（ただし、施工上分離し難い場合は、

　　　  監督職員と協議する。）

（1166）ジャイアントブレ−カ−の使用及び使用箇所については監督職員と協議する 。

（1155）吹付け石綿の撤去については第６章　第３節により、石綿含有成形板の撤去に

　　　  ついては第５節による。

位置については、図示による。

位置については、図示による。

床仕上げ材については図示による。

種類・位置については図示による。

　　・内装材 天井材（下地材共）

木部（壁張材・ブース等）

ボード類

床材（アスベストタイル等）

位置については、図示による。

　　・簡易間仕切り

　　・敷物類

　　・プラスチック類

　　・有害物質

　　・畳・木製建具類（枠共）

　　・ガラス，断熱材

　　・フロン発砲性断熱材

位置については、図示による。

位置については、図示による。

（１）主要構造部の取壊しに先立ち、下記の部材等の撤去を行う。

　　　撤去については「手ばらし」を原則とし、現場で分別を行う。

３　工法

　　・建築設備機器（各変電設備・ボイラー室等の設備機器 、タンク類）

種類・位置については図示による。
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１　施工調査 ・「建設廃棄�物」に応じた収集運搬業者、処分業者、中間処理施設、再資源化施設、

　最終処分場の受入�条件等を調査する。 〔44..11..33〕

第４章    建設廃棄�物の処理

項　　　目 特　　記　　事　　項節

項　　　目 特　　記　　事　　項節

（１）木材・合板類は、中間処理場にて処理を行い、リサイクルを図る。

　　　リサイクル不可能な木材については、受入�先リストの提出の上、

　　　監督職員との協議を行う。

（２）依頼完了後は速やかに中間処理業者が処理を引き受けたことを証明する書類を

　　　監督職員に提出する。

（３）有害物を含む（ＣＣＡ処理木材等）の処理については、受入�先リストの提出の上、

　　　監督職員との協議を行う。

１　機器 解体撤去機器類は、それぞれの材質に応じて処理をする。

２　木材
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（１）取壊しにより発生したコンクリート塊は、次の通り処理する。

（１）解体で発生した鉄類及び非鉄金属類を有価物とし、処分は自由処分とする。

（２）依頼完了後は速やかに中間処理業者が処理を引き受けたことを証明する書類を

　　　監督職員に提出する。

３　有価物

４　コンクリ−ト塊等

各　庁　舎

コンクリート塊

アスファルト塊

処　理　の　方　法

中間処理現場にて加工を行い、リサイクルを図る。

（モルタルを含む）

中間処理現場にて加工を行い、リサイクルを図る。

（２）破砕処理するコンクリート塊は、木片、プラスチック類等が混入�しないように

　　　十分注意を払う。コンクリート塊等の運搬並びに場内移動については 、建設廃

　　　棄�物処理ガイド「建設・解体工事に伴う廃棄�物処理 に関する技術指針・同解説」

　　　に準じて行う。

（１）本節のいずれにも該当しない再利用不可能な発生材は 、適切な処理を行い、

　　　最終処分場において処分する。

　　（再利用可能な発生材は、監督職員と協議のうえ再利用とする。）

　　　依頼完了後は速やかに処理を引き受けたことを証明する書類を監督職員に提出する 。

５　その他　発生材

見込まれる発生材 処　分　等

　※  安定型処分場 ・

・仕上材（石膏ボ−ド） 　※  管理型処分場 ・  再利用

・廃プラスチック 　※  安定型処分場 ・

・ＡＬＣ 　※  安定型処分場 ・

・木毛板 　※  管理型処分場 ・

・陶磁器 　※  安定型処分場 ・

・ガラス 　※  安定型処分場 ・  再利用　

・仕上材

項　　　目 特　　記　　事　　項節 項　　　目 特　　記　　事　　項節 項　　　目 特　　記　　事　　項節

（２）フロン発砲性断熱材については、受入�先リスト提出の上、監督職員との協議を行う。

（３）産業廃棄�物広域再生利用指定制度により再資源化に努める 。

　　（監督職員との協議による）

　　・  パーティクルボード

　　・  ロックウール　　　　　・  グラスウール

　　・  塩化ビニル管
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１　施工調査 ・特別管理産業廃棄�物等の調査は次による。

　（１）特別管理産業廃棄�物等の使用状況について、設計図書及び目視により

　　　　製造所名、製造年、型式、種類、数量等を調査する。

　（２）特別管理産業廃棄�物等に応じた、収集運搬業者、処分業者、回収業者、

　　　　産業廃棄�物処理施設、処分条件等を調査する。

　（３）調査結果は調書に取りまとめ、監督職員に提出する。

〔55..11..33〕

第５章　特別管理産業廃棄�物の処理等

項　　　目 特　　記　　事　　項節
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１　有害物等の取扱い

〜

上記該当項目の依頼完了後は、速やかに再処理業者が処理を引き受けた事を証明する書類を

監督職員に提出する。

（１）ＰＣＢ機器その疑わしい機器は、管理できる場所に集積・保管し、

　　　移動を禁止すること。また、現場関係者に移動禁止を周�知徹底させること。

（４）焼却灰、付着物のダイオキシン濃度が33000000PPgg//ggを超えた場合には 、

　　　特別管理産業廃棄�物となる。あわせて、解体時にも特段の注意が必要となる。

（３）ＰＣＢ機器・ＰＣＢ含有シ−リング材の取り外し、集積、保管、分類、引き渡し、

　　　運搬の状況を記録し、監督員に報告する。

・引渡しを要するもの（ＰＣＢ　　　　）

　　上記の保管場所　（　　　　　　　）（　　　　　　　）

（５）特定化学物質等は関係法令等に従い回収又は処分する 。

第６章    アスベスト含有建材の除去等
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・「アスベスト含有建材」とは、アスベスト含有吹き付け材、アスベスト含有保温材等

　及びアスベスト含有成形板をいう。

　・「アスベスト含有吹き付け材」とは、アスベストを重量で１％を越えて含有する

　　吹き付け材をいう。

　・「アスベスト含有保温材」とは、アスベストを重量で１％を越えて含有する保温材 、

　　耐火被覆板、断熱材をいう。

　・「アスベスト含有成形板」とは、上記以外のアスベストを重量で１％を越えて含有

　　する成形板をいう。

・（ａ）アスベスト含有建材の有無を調査する施工調査は 、目視及び設計図書等により

　　　　製品名、製造所名、製造年等を確認することにより行い、調査結果を取りまとめ監督

　　　　職員に提出する。

・（ｂ）施工調査の結果、設計図書と異なる場合は、監督員と協議。

・（ｃ）分析によるアスベスト含有調査。

・（ａ）アスベスト粉じん濃度測定は特記による。

・（ｂ）アスベスト粉じん濃度の測定方法は

　　　「ＪＩＳ　Ｋ３８５０−１　空気中の繊維状粒子測定方法−

　　　　第一部：位相差顕微鏡法及び走査電子顕微鏡法」による 。

・（ｃ）測定機関は、都道府県労働局に登録されている作業環境測定機関とする 。

・（ｄ）アスベスト粉じん濃度測定における計数分析は 、作業環境測定士が行うものとする。

〔66..11..22〕

〔66..11..33〕

〔66..11..44〕

１　用語の定義

２　施工調査

３　アスベスト粉じん濃度測定

項　　　目 特　　記　　事　　項節
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・アスベスト含有建材の除去を直接行う専門工事業者については 、工事の応じた技術を

　有することを証明する資料を、監督職員に提出する。

・アスベスト含有建材の除去に当たっては、石綿作業主任者技能講習又は

　平成１８年３月以前の特定化学物質等作業主任者技能講習を終了した者のうちから、

　アスベスト作業主任者を選任し、必要な管理を行わせる。

・アスベスト含有建材の除去に従事する作業者は、石綿障害予防規則に基づく

　特別の教育を受けた者とする。また、除去作業者は一般健康診断、石綿健康診断、

　じん肺健康診断を受診した者とし、肺機能に異常がない者とする。

・（ａ）アスベスト作業主任者名と職務内容、関係者以外立入�禁止、喫煙、

　　　　飲食の禁止、アスベスト除去作業中等の表示を行う。

・（ｂ）アスベストの有害性、取り扱い上の注意事項、使用すべき保護具の掲示を行う。

・（ｃ）「建築物等の解体等の作業に関するお知らせ（労働基準監督署への届出内容 、

　　　　粉じん飛散抑制措置、ばく露防止措置等）」を周�辺住民の見やすい場所に掲示する 。

・作業者は、作業内容に応じた呼吸用保護具、保護めがねを使用するとともに

　アスベストが付着しにくく、付着したアスベストが容易に除去できる作業衣

　又は保護衣を着用する。

１　専門工事業者

２　作業主任者

３　除去作業者

４　表示及び掲示

５　保護具・保護衣

〔66..22..11〕

〔66..22..22〕

〔66..22..33〕

〔66..22..44〕

〔66..22..55〕

作業者の健康診断結果の写しを提出する。

　　作業者名簿等

除去作業は、選任された特定化学物質等作業主任者の指示のもとに行う 。

　　健康診断結果

　　工事日誌

（２）測定結果については、報告書を提出する。

吹付石綿除去に伴う石綿粉塵飛散防止対策等、主に２以降の事項を盛込んだ施工計画書を

作成し、監督員に提出して承諾を得た後に施工する。

職業別作業人員、作業内容及び作業時間等を記し提出する。

請負者は、除去作業にあたり特定化学物質等作業主任者を選任し工事経歴書を添付した

書面を監督職員に提出する。

作業主任者の資格証明書の写し及び作業者名簿を提出する 。

除去作業者は、六ヵ月以内に石綿についての特殊健康診断

（特定化学物質等障害予防規則第3399条）を受診した者とする。

除去工事に従事する作業者に対しては、事前に石綿に関する教育を行い十分に理解させ、

事前教育実施内容を監督職員に報告する。

（１）大気汚染防止法に基づき、作業前、作業中、作業後に浮遊石綿濃度測定を行う。

　　　測定機関については、第三者検査機関とし監督職員の承諾を受ける。

　　　第三者検査機関は、作業環境測定法により認定された検査機関とする。

１　施工計画書の提出

２　特定化学物質等作業主任者

３　吹付石綿除去作業者等

４　吹付石綿除去作業者の

　　事前教育

５　浮遊石綿濃度測定
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　　浮遊石綿濃度測定場所 ・アスベスト紛じん濃度測定

測定時期 測定名称 測　定　場　所
測　定　点

（各施工箇所ごと）
備考

測定１

測定２

　処理作業室内

　調査対象室外の附近 　計２点
　処理作業前

（注）１

大気

測定３

測定４

　処理作業室内

　負圧・除じん装置

　の排出吹出し口

測定５

　処理作業中

　処理作業室外

　出口吹出し風速１mm//sseecc

　以下の位置各２点

　４方向�各１点（敷地境界）

　処理作業後

  （シート養生中）
測定６ 　処理作業室内 　各２点

測定７

測定８

　処理作業室内

　調査対象室外の附近

　各２点又は３点

　各２点又は３点

　各２点 大気

（注）１

((注))１　処理作業後
　シート撤去後
　１週間以降

　各２点又は３点

（注）１．各施工箇所ごとの室面積が5500㎡以下までは２点、330000㎡以下までは３点とする。

　　　　　330000㎡を超えるものは、監督員と協議する。

　作業後の浮遊石綿濃度測定 1111--((２）の清掃後、隔離ビニール室内で55回以上換気した後に測定する 。

　　隔離施設

更衣施設及び洗身施設は、施工箇所の出入�口に接して、作業期間を通じて設置する。

更衣施設は、通勤服更衣スペースと保護服更衣スペースを分離する 。

なお、洗身施設については、石綿の漏れを防ぐ処置を講じたものとする。

施工箇所、更衣施設及び洗身施設等の出入�口にビニールシート等により仕切りを設け

洗浄区域と区画する。

６　作業者用の更衣施設

　　及び洗身施設

〔66..33..11〕

　　保護服等

（３）除去面は飛散防止剤で湿潤状態にする。

　　除去作業中の換気

除去は、下記の方法で行う。

（１）石綿除去は、飛散防止剤がよく浸透した後に行う。

（２）除去後の残存石綿の飛散を防止するために硬化剤を塗布する 。

　　飛散防止剤の塗布 除去面はノンエアースプレーガンを使用して行う。

作業エリアには、「石綿等の取扱い作業関係者以外立入�禁止」の標示を設置する 。

作業エリアの区画範囲、区画方法及び標示の設置箇所については監督職員と協議する 。

除去を行う作業者は、全身を覆う特殊作業服を使用し、作業終了後は除去した石綿と同様に

処分する。除去を行う作業者は、防塵マスク（国家検定品）等の呼吸用保護具を使用する 。

保護服、手袋、靴カバー及び防塵マスクの使用数を報告する。

他の場所への石綿汚染を防止するため下記の処置を行う 。

（１）施工箇所は、他の場所への石綿飛散を防止するため石綿除去面を除く床・壁面など

　　　全周�をビニールシート又はポリエチレンシート（床tt==00..1155以上、壁tt==00..11以上）により

　　　隙間なく隔離（継ぎ目は接着テープで接合する）する。

　　　この場合、設備器具及び什器は施工箇所外に搬出して作業を行うことを原則とする 。

　　　移動困難なものについては、上記ビニールシート等で完全に覆うものとする。

（２）除去作業はHHEEPPAAフィルター（超高性能エアーフィルター）を装備した吸引装置で

　　　粉塵をろ過し、施工箇所を常に負圧にする。

吸引装置による換気回数は１時間当り４回以上とし 、施工箇所ごとに計算書を提出する。

（４）特殊な石綿除去（煙突内アスベストライニング材）は 、下記による。

　　・  従来工法（人力による除去）

（３）除去した石綿は、その都度湿潤化させる等の措置を講じた後、十分な強度を有する

　　　プラスチック袋で二重に梱包するか、または堅牢な容器に密閉して保管する。

　　　なお、このプラスチック袋には、「石綿廃棄�物」である旨の表示をする。

７　作業場所の表示

　　作業エリアの区画等

８　呼吸用保護具及び保護服

９　飛散防止及び養生

1100　除去方法

（４）上記区画養生が終了時に監督職員の検査を受けること 。

　　・  機械切削工法〔回転切削方式（湿式）〕

　　・  従来工法（高圧洗浄による除去）

〔66..33..11〕

〔66..33..22〕

　　飛散防止剤及び硬化剤 飛散防止剤及び硬化剤の使用数量（使用した容器全数の写真等）を報告する 。

除去後の処置は、下記の通り行う。

（４）除去作業に使用した足場等の器材は必ず清掃を行う 。

　　養生ビニ−ルシ−ト等の処理

　　除去作業後の換気

（１）床面等は、HHEEPPAAフィルター付真空掃除機で清掃する。この場合は、真空掃除機で

　　　捕集されたゴミの入�った袋は、更にこれをプラスチック袋に入�れ密封する。

（２）吹付石綿除去後、隔離ビニール室内の汚染空気はHHEEPPAAフィルターを装備した吸引

　　　装置でろ過をする。

（３）除去作業に使用したビニールシート等は、適当な大きさにしたうえ、表面を内側

　　　にして折り畳み、プラスチック袋に入�れて密封する。

（５）作業等に使用され、石綿が含まれている恐れのある水は、ろ過等の処理を行う。

（６）除去作業に使用したビニールシート等を撤去した後 、さらに（１）の清掃作業を行う。

（１）の清掃作業中において常時換気を行い、清掃後も隔離ビニール室内で吸引装置による

　　　換気を55回以上行う。

養生に使用されたビニールシート等もHHEEPPAAフィルター付真空掃除機で清掃するか 、

または硬化剤で飛散を防止した後、（３）の処理を行う。HHEEPPAAフィルターも同様とする。

1111　吹付石綿除去場所

　　  の清掃作業等

〔66..33..44〕

処理業者の許可書及び処理伝票等の写しを提出する 。

請負者は、除去作業等に必要な届出を遅滞なく行う。

　　強度試験等

　　処理伝票等

　　最終処分場

吹付石綿の処理については、下記の事項を遵守し、所定の手続きを行う。

（１）請負者は石綿廃棄�物の処理について関係法規を遵守し 、環境汚染を防止すると共に

　　　処理の方法及び処分場所について処理計画書を作成し、監督職員に提出する。

（２）石綿廃棄�物の運搬及び最終処分地での廃棄�の際、石綿廃棄�物を水硬性セメント等に

　　　より固化（一軸圧縮強度が1100kkgg//cc㎡))する。

（３）前項の処理は、原則として工事現場内において外部の再飛散防止の処置を講じた上

　　　で行う。

（４）固型化物は、プラスチック袋又は堅牢な容器に入�れ密封する。

（５）除去で使用したビニールシート等を廃棄�する場合は 、プラスチック袋等に密封して

　　　処分する。

（６）プラスチック袋等には、「石綿廃棄�物」である旨の表示をする。

（７）請負者は、処分が計画通り行われているかを確認し、処理業者の許可書、処理伝票

　　　等の写しを保管する。

固化する石綿廃棄�物の調合試験、強度試験結果の報告書を提出する。

管理型処分場とする。

上記に記載なき吹付石綿の処理方法は、

「既存建設物の吹付アスベスト粉じん飛散防止処理技術指針・同解説

（国土交通省住宅局建築指導課、国土交通大臣官房官庁営繕部監督課監修）」

に準じて行う。

1122　吹付石綿の処理

1133　関係官庁への提出

1144　その他

〔66..33..33〕

建築設備（配管・ボイラ−等に保温材として）に部分的に吹付石綿が施工されている場合

も上記に準じて行う。

曲り部分保温材は、グロ−ブバック方式により処理してもよい。

（3322mmmm以下の小口径ヶ所は事前にアスシール等により湿潤状態に保ち、

　1100ccmm以上残して切断する。）

又は設備配管のエルボ部分に石綿含有の成形練材（ハードセメント）を使用いるヶ所は 、

その部分を湿潤状態に保ち1100ccmm以上残して切断の上処分してもよい。
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〔66..44..22〕

１　建築設備の保温材

この節は労働安全衛生法に基づき00 ..11％以上の石綿を含有する成形板の撤去に適用する 。

（１）アスベスト成形板の撤去は、内装材及び外部建具等の撤去にさきがけて行う。

（２）建物内部で撤去作業を行う場合は、外部建具を閉鎖するとともに、ガラスの破損個所

　　　または換気扇枠等で、粉塵が外部に飛散するおそれがある個所をビニ−ルシ−ト等で

　　　塞ぐものとする。

（３）アスベスト成形板の撤去は、可能な限り破壊または破断を伴わない方法で行うもの

　　　とし、原則として、「手ばらし」とする。

　　　なお、建物外部のアスベスト成形板を撤去する場合は、できる限り、原形のまま

　　　撤去する。

      

（４）撤去作業中は、散水その他の方法により、アスベスト成形板を常に湿潤な状態と

　　　して作業を行う。

（５）撤去作業者には、防塵マスク、防護眼鏡及び作業衣を着用させる。

（６）撤去作業後、アスベスト成形板の破片、破断粉及び作業衣等に付着した粉塵が

　　　残存しないよう、真空掃除機等により、清掃及び後片付けを十分に行う。

（１）撤去したアスベスト成形板の集積及び積込みに当たっては 、

　　　高所より投下しないことの他、粉塵の飛散防止に努める。

（２）細かく破砕されたアスベスト成形板は、湿潤化の上、丈夫なビニ−ル袋で

　　　二重に梱包する等、飛散防止の措置を講ずる。

（３）撤去したアスベスト成形板を運搬するまでの間、現場内に保管する場合は、

　　　一定の保管場所を定め、一般の内装材と分別して保管するものとし、

　　　シ−トで覆う等、飛散防止の措置を講ずる。

　　　また、保管場所には、アスベスト成形板の保管場所であることの表示を行う 。

（４）アスベスト成形板の運搬に当たっては、運搬車両の荷台全体をシ−ト等で覆い、

　　　飛散防止に努める。

（５）±ｱΩｽÕﾍfiﾞΩｽƒﾄ成形板の撤去、集積、積込み及び保管等の処置が完了した場合は、

　　　速やかに監督職員に報告し、確実に処理されたかの確認を受ける。

１　適用

２　一般事項

３　撤去

４　集積、運搬等

５　処分等

６　濃度測定

（１）発生材の処分は、産業廃棄�物処理業の許可を受けたものに行わせる。

（２）アスベスト成形板は、一般産業廃棄�物として安定型処分場で処分する。

　　　なお、マニフェストには、アスベスト成形板であることを明示する。

（３）撤去されたアスベスト成形板の処分が完了した場合は 、

　　　マニフェストを監督職員に提出し、処分が確実に行われたことの確認を受ける。

（１）作業に先立ち、施工計画書を作成し、監督職員の承諾を受ける。

（２）作業にあたり、石綿の除去工事等について知識経験豊かな者を責任者として選択し 、

　　　施工管理を行わせる。
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（石綿スレ−ト、石綿ロックウ−ル板、石綿含有ビニル床タイル、

　アスベスト含有シ−リング材等の非飛散性石綿含有建材）

〔66..55..22〕

〔66..55..33〕

〔66..55..33〕

濃度測定については、監督職員との協議による。測定については、第３節５に準ずる。

）
（

  ・  廃石綿 ※  管理型処分場（二重袋詰め及び固化）・

※  管理型処分場（二重袋詰め及び固化）

　  但し付着物のダイオキシン濃度が33000000PPgg//gg以下の場合

　見込まれる有害物等 処　　理

  ・  蛍光◊ﾗ›ﾝÃﾌflﾟ  ・  水銀◊ﾗ›ﾝÃﾌflﾟ
サイズ別にダンボ−ル箱に梱包して再処理業者に

再処理を依頼する。

産業廃棄�物の処理の許可を受けた処理業者

又は製造メーカーにて再処理する。
  ・  NNii--ccdd電池

  ・  アルカリ蓄電池
産業廃棄�物の処理の許可を受けた処理業者

又は製造メーカーにて再処理する。

  ・  鉛蓄電池
産業廃棄�物の処理の許可を受けた処理業者

又は製造メ−カ−にて再処理する。

  ・  イオン化式煙感知器 煙感知器製造メ−カ−にて再処理する。

回収事業者により回収し、処理事業者に処理を依頼する。

  ・  臭化リチウム 回収事業者により回収し、処理事業者に処理を依頼する。

  ・  廃油 産業廃棄�物の処理の許可を受けた処理業者にて中間処理する 。

  ・  フロン　・  ハロン

  ・  焼却灰等

  ・  石綿含有成形板 ※  安定型処分場（二重袋詰め）

回収事業者により回収し、処理事業者に処理を依頼する。  ・  六ふっ化硫黄((SSFF66))ガス

・
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